
 

 

 

 

社会福祉法人 福井県社会福祉協議会 

１．事業の目的 

この事業は、保育士の資格を取得し、将来福井県内の保育所等において保

育士の業務に従事しようとする方々に当該修学資金を貸付し、福井県の保育

人材の確保と福祉の増進を図ることを目的に実施するものです。 

 

２．貸付の対象者（次のすべてを満たす方） 

①県内に住民登録があり、保育士の養成施設（児童福祉法の規定により指定

された学校または養成施設）に在学中の者で、卒業後、県内で保育士とし

て児童の保護等に従事しようとする者 

②学業成績等が優秀であって、家庭の経済状況等から当該修学資金の貸付が

必要と認められる者 

 

３．貸付額と利子 

（１）貸付額は、月額５万円を上限とします。また、初回に入学準備金、卒

業年度に就職準備金として、それぞれ２０万円を上限に加算することが

できます。 

（２）利子は無利子です。ただし、「７．修学資金の返還」の事由に該当し、 

返還期限を過ぎても返還が完了しない場合は年５％の延滞利子を徴収し

ます。 

 

４．貸付の期間 

貸付の期間は平成２８年４月から養成施設の正規の修学期間（原則２年を限

度）とします。（ただし、正規の修学期間が２年間を超える養成施設に在学し

ている場合は、学費相当分（月額５万円以内）の２年間に相当する金額の範囲

内であれば正規の修学期間を貸付期間とすることができます。） 

 

５．貸付金の交付 

  年２回（３月と８月）に分けて指定口座に振り込みます。 

  ※平成２８年度については、１１月中旬頃に上半期分および下半期分まと

めて交付の予定です。 

保育士資格取得のための学費を貸付します！ 

平成２８年度保育士修学資金貸付事業 募集要項  



６．返還の免除 

保育士の養成施設を卒業した日から１年以内に県内の保育所等（別表参照）

において児童の保護等に従事し、引き続き５年間（県内の過疎地域自立促進

特別措置法（平成１２年法律第１５号）第２条第１項および第３３条に規定

する過疎地域において当該業務に従事した場合または中高年離職者（養成施

設の入学時に４５歳以上の者であって、離職して２年以内のものをいう。）が

当該業務に従事した場合にあっては、３年間）従事したときは、貸付金の返

還が免除されます。 

なお、災害、疾病、負傷、育児休業その他特別な事由により当該業務に従

事できなかった期間は免除対象となる従事期間には含めません。 

 

７．修学資金の返還 

  次のいずれかに該当する場合（災害、疾病、負傷、育児休業その他特別な

事由がある場合を除く。）には、修学資金を返還することとなります。 

 ①養成施設を退学したときなど修学資金の貸付けが打切られたとき 

 ②養成施設を卒業した日から１年以内に保育士登録簿に登録せず、または県

内の保育所等で児童の保育等に従事しなかったとき 

 ③県内の保育所等で児童の保育等に従事しなかったとき 

 ④業務外の事由により死亡し、または心身の故障により業務に従事できなく

なったとき 

ただし、一定の要件に該当する場合には、返還を猶予することもできます。 

 

８．貸付の人数（平成２８年度分） 

  １０人程度 

 

９．申請の手続き方法 

修学資金の貸付を希望する方は、次に掲げる書類を平成２８年８月 31 日

（水）までに、養成施設を経由して、下記の「１１・申請先・問い合わせ先」

に提出してください。（郵送の場合は、消印有効） 

（１）保育士修学資金貸付申請書（様式第１号） 

（２）在学する養成施設の長の推薦書（様式第２号） 

（３）保育士修学資金貸付における個人情報の取扱同意書（様式第３号） 

（４）世帯全員の記載がある住民票 

（５）直近の学業成績表 

（６）市町長が発行した申請者の生計を支える者（父および母）の申請前年の

所得・課税証明書 



（７）第１７条第１項第１号に規定する中高年離職者にあっては、雇用保険法

施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１６条に規定する離職証明書、

その他離職していることが確認できる書類 

 

＊申請には、連帯保証人１名が必要です。連帯保証人は、生計を一にしない者

で、かつ、返還債務を負担することができる資力を有するものであって、原

則として県内に住所を有する者です。申請者が未成年者である場合は、その

者の法定代理人とします。 

 

１０．貸付適否の決定 

学力、家計等を総合的に審査し、９月下旬頃に貸付の決定または不承認に

ついて申請者あてに通知します。 

貸付が決定した方とは１０月中旬頃に借用書等を提出していただき、１１

月中旬頃に指定口座に送金（入学準備金・上半期分・下半期分の修学資金）

をします。 

 

１１．申請先・問い合わせ先 

この事業に関しての問い合わせ先、申請書の送付先は、次とのおりです。 

 

１２．その他 

上記の「９．申請の手続き方法」の（１）～（３）の様式は、下記のアド

レスからダウンロードができます。 

http://www.f-shakyo.or.jp/ 
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社会福祉法人 福井県社会福祉協議会 

地域福祉課 保育士修学資金担当 

℡０７７６－２４－４９８７ 



別表 

ア ・児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２第２項に規定する「児童発達支援センター

その他の厚生労働省令で定める施設」 

・児童福祉法第６条の２第４項に規定する「児童発達支援センターその他の厚生労働省令で定める

施設」 

・児童福祉法第７条に規定する「児童福祉施設（保育所を含む）」 

・児童福祉法第１２条の４に規定する「児童を一時保護する施設」 

・児童福祉法第１８条の６に規定する「指定保育士養成施設」 

イ ・学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する「幼稚園」のうち次に掲げるもの 

 ①教育時間の終了後等に行う教育活動（預かり保育）を常時実施している施設 

 ②ウに定める「認定こども園」への移行を予定している施設 

ウ ・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７

７号）第２条第６項に規定する「認定こども園」 

エ ・児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務であって、法第３４条の１５第１

項の規定により市町が行うものおよび同条第２項の規定による認可を受けたもの 

オ 

 

・児童福祉法第６条の３第１３号に規定する「病児保育事業」であって、同法第３４条の１８第１

項の規定による届出を行ったもの 

カ 

 

・児童福祉法第６条の３第２項に規定する「放課後児童健全育成事業」であって、法第３４条の８ 

第 1 項の事業および同法同条第２項の届出を行ったもの 

キ 

 

・児童福祉法第６条の３第７項に規定する「一時預かり事業」であって、同法第３４条の１２第１

項の規定による届出を行ったもの 

ク 

 

・子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３０条第 1 項第４号に規定する特例教育・

保育および特定地域型保育の確保が著しく困難である離島その他の地域であって内閣総理大臣が

別に定める基準に該当する施設 

ケ 

 

・児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務または第３９条第１項に規定する

業務を目的とする施設であって法第３４条の１５第２項、第３５条第４項の認可または認定こども

園法第１７条第１項の認可を受けていないもの（認可外保育施設）のうち、次に掲げるもの 

① 法第５９条の２の規定により届出をした施設 

② ①に掲げるもののほか、福井県等が事業の届出をするものと定めた施設であって、当該届出

をした施設 

③ 雇用保険法施行規則（昭和５０年３月１０日労働省第３号）第１１６条に定める事業所内保

育施設設置・運営等支援助成金の助成を受けている施設 

④ 「看護職員確保対策事業等の実施について（平成２２年３月２４日医政発０３２４第２１

号）」に定める病院内保育所運営事業の助成を受けている施設 

⑤ 国、県または市町が設置する児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務

または法第３９条第 1 項に規定する業務を目的とする施設 



 


